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1. テーマ
人口減少時代のコンパクト都市圏における越境的サブ
センターの地理学的研究
（岐阜市を中心とした周辺圏域）
2. 代表者・共同研究者・協力者（および組織）
3. 期間
2015 年 6 月から 2016 年 3 月まで
4. 目的
　本研究は、コンパクト都市圏内でサブセンターとな
りうる特定の中核都市に焦点を当て、その周辺圏域（サ
ブセンター圏）の特徴と機能を明らかにすることを目
的とする。具体的には、岐阜市を中心とした（愛知・
岐阜・三重県境にまたがる）サブセンター圏の空間構
造を多様な側面から実態調査し、名古屋圏がコンパク
トに空間的縮小する人口減少時代において、岐阜市が
果たす越境的サブセンターとしての機能を明らかにす
る。
5. 実績概要
　8 月 31 日、岐阜市と周辺地域を回り調査対象地域
の概要を理解した後、岐阜大学サテライトキャンパス
において第一回研究打ち合わせを実施した。11 月 27
〜 30 日に合宿形式で集中的に現地調査を実施し、合
宿後には必要に応じて各自補足調査を実施した。合宿
では、
 1 ) 郊外住宅地の居住・交通・買物環境の実態を明ら
かにするため、岐阜市郊外の加野団地での聞取り
調査を行い、合宿後に地区の全住民を対象にした
アンケートを配布した（久保・田中）。
 2 ) 商業機能についての現地調査を実施した（近藤）。
一般共同研究 Ⅶ .年 10 月 10 -12 日、三遠南信地域を対象として多地
域産業連関分析を行い、三遠南信道がもたらす経済効
果を分析している。
久保 倫子（岐阜大学 教育学部・助教）
阿部 亮吾（愛知教育大学 教育学部・准教授）
林 琢也（岐阜大学 地域科学部・准教授）
田中 健作（豊田工業高校 専門学校・講師）
近藤 暁夫 
研究代表者
共同研究者　
協力者
愛知大学三遠南信地域連携研究センター紀要 2015 93
 3 ) グローバル人材の流通に関して、岐阜大学および
元留学生への聞取り調査を行った（阿部）。
 4 ) 都市農村交流についての聞取り調査を実施した
（林）。
さらに、研究成果のまとめを行うため、2 月 7 日に岐
阜大学サテライトキャンパスにおいて第二回研究打合
せを行った。
　
6. 今後の展開
　本年度の現地調査で得られた知見をもとに補足調査
を進め，越境的サブセンターとしての岐阜市の実態を
明らかにし、岐阜市の実態とコンパクト大都市圏モデ
ルにおけるサブセンターに求められる役割との比較を
行い、政策提言につなげる。
　また、本研究の個別の成果は、国内外の学会で発表
し議論を深めた後、学術論文および書籍として公表す
る。地理空間学会大会（筑波大学筑波キャンパス）お
よび国際地理学連合（IGU）の都市地理学コミッショ
ン 2016 年大会（上海）において、久保・駒木・田中
の共同研究を発表予定のほか、名古屋地理学会の例
会においてシンポジウムを開催できるよう調整してい
る。
7. 研究内容
　名古屋大都市圏のサブセンターである岐阜市を対象
に各機能の実態とその圏域を検討した。その結果，越
境地域政策上の問題点が明らかとなった。
 (1) 日常の居住環境（狭い圏域，縮小傾向）：子の居
住地、就業地、出身地などの点では越境していた
が、様々なバリア（歩行環境に影響する坂や段差，
バス交通の利用しやすさなど）により日常生活圏
は極めて狭くなっていた➡日常的なバリアの解消
が越境性を強める鍵となる。
 (2) 商業（県境をまたぐ圏域，縮小傾向）：郊外型店
舗のある自治体への集約傾向が確認され，越境的
なサブセンターとしての岐阜の機能が弱まってい
ることが明らかとなった。➡県境を越える大都市
圏全体での商業政策が求められ、それによりサブ
センターとしての岐阜の機能を維持することが、
岐阜を中心とする圏域、名古屋圏の発展に不可欠
となる。
 (3) 交通（鉄道などの大都市圏域＋ミクロなバス圏
域）：サブセンターとしての岐阜の役割の強さが
確認されたものの、日常生活レベルでは自家用車
に依存した社会であり、高齢者が増加するなかで
持続性に問題があった。また、圏域内を満たすバ
ス交通の充実が日常生活圏の充実のみならず越境
性を維持・発展させる上で重要である。➡バス交
通の充実により、高齢化が進む岐阜周辺圏域の日
常生活圏を充実させるとともに、越境的な行動を
促すことが可能となる。
 (4) 余暇圏（大都市圏および岐阜周辺圏域、縮小傾向）：
名古屋からの農村観光等の受け皿として岐阜中心
部に程近い観光農園が機能していた。➡名古屋圏
から効果的に観光客を呼び込むための施策が必要
である。
 (5) グローバル人材（国際的な圏域）：学部生と大学
院生では異なるキャリアパスを描いており、その
結果卒業後の居住地にも差異がみられた。グロー
バル人材（特に既婚女性、文系など）の地元定着
には課題が残った。➡キャリア継続を支える制度
とキャリア教育の充実が求められる。
　現地調査が完了していないテーマもあるため、来年
度も研究を継続していく予定である。また、研究成果
は、順次国内外の学会等で公表する。
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